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　　　　　　　　令和６年度 事業計画書 

 

　当法人定款の目的である、暴力団員による不当な行為を予防するための広報啓発事業、

不当行為の相談事業、不当行為の被害者に対する救援事業等を行うことにより、不当行為

の防止及びこれによる被害の救済に資するとともに、県民の暴力団追放意識を高揚させ暴

力団追放運動を推進し、もって安全で住みよい岩手県の実現に寄与するため、県警察や関

係機関・団体との連携を図りながら所定の事業を推進する。 

 

　公益目的事業　１ 

　　暴力団による不当な要求行為の被害者等に対する支援事業 

　　　　暴力団など反社会的勢力に対し、ともすれば被害者は後難を恐れ泣き寝入り、ま

　　　たは不当要求等に屈するおそれがある。反社会的勢力による不当な要求行為の被害 

　　　者等からの相談に対する助言及び直接支援を目的として次の事業を行う。

事　業　名 事 業 内 容

(1) 暴力団の不当要求に ア　暴力追放相談活動 

　関する相談 　　暴力団員の不法、不当な行為により被害を受けている県

  　民からの相談を受け付け、専門的知識や経験を持つ常勤の

 　暴力追放相談委員（以下「相談委員という。）が指導・助

 　言を行い解決を図る。 

 　　相談委員には、専門的見地を有する弁護士（以下「民暴

 　弁護士」という。）10名、保護司2名、少年指導委員2名を

 　非常勤の相談委員として委嘱し、連携して相談に当たる。 

 　　相談は面接、電話、メール、文書により受け付け、必要

 　により警察等関係機関と連携し対応する。 

 イ　暴力団組事務所付近住民等からの相談に対する支援 

 　　暴力団対策法第32条の5第1項に規定する「適格都道府

 　県センター」の認定を受けたことで、暴力団組事務所の付

 　近住民からの委託を受け、当センターが原告として当該暴

 　力団組事務所を事務所として使用させないよう求める使用

 　差止請求訴訟等を行うことができる。付近住民などから相

 　談があった場合、弁護士で構成される専門委員からの助言

 　をもとに検討委員会で審議し、理事会に受託の可否を諮る。 

 ウ　岩手県民事介入暴力対策研究会 

 　　当センター、警察本部、弁護士会の三者で構成される「岩

 　手県民事介入暴力対策研究会」の会議を今年度も開催し、

 　民事介入暴力事案等の相談を受けた場合に、適正かつ迅速

 　な対応を図り県民の要望に応えることができるよう、活発
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 　な意見、情報交換を行い、連携を密にした活動を推進する。 

  

(2) 民事訴訟費用の無利 　暴力団を相手取った民事訴訟に対する支援として、少しで

　子貸付 も住民の経済的負担を軽減させることを目的として、１件当

 たり２００万円を限度として無利子での貸付けを行う事業　

  　

 ア　暴力団組事務所明け渡し訴訟、暴力団に対する損害賠償

 　請求等の訴訟費用の貸付け 

 　　暴力団関係者を相手にした契約解除に要する費用、暴力

 　団組事務所明け渡しなどの民事訴訟費用として、無利子で

 　の貸付を行う。 

 イ　暴力団被害に係る応急入院、物的被害に係る応急修復等

 　に対する費用の貸付け 

 　　暴力団員による犯罪行為により生じた被害者の治療費や、

 　物的被害の修復費用として、無利子での貸付を行う。 

  

(3) 被害者に対する見舞 　県内で発生した暴力団員による傷害事件、物的損害の被害

　金支給 者及び暴力団追放活動に起因する事件被害者を救援するため、

その被害程度に応じて３千円から10万円の範囲で被害者に見

舞金を支給する事業 

 　　

　公益目的事業　２ 

　　地域及び職域における暴力団員による不当な要求行為の予防活動等に対する支援事業 

　　　　暴力団排除活動を行う民間団体や、暴力団員による不当要求に関する情報収集及

　　　び事業者に対する当該情報の提供を業とする者（不当要求情報管理機関）に対し、

　　　当法人が持つ暴力団排除活動に有用な情報及び専門的知識・経験に基づく対処方法 

　　　等を提供し支援することを目的として次の事業を行う。

事　業　名 事 業 内 容

(1) 民間団体等が行う暴 ア　資料等提供事業 

　力団排除活動に対する     暴力団の資金獲得活動の対象となりやすい一般企業・自

　支援  　治体や、各地域暴力追放運動組織、岩手県公共料金等暴力

 　対策協議会など各職域で組織された団体が主催する研修会

 　等において、要請に応じて、暴力団員等による不当要求へ

 　の対応要領などに関する資料・情報を無償提供し、同様に、

 　暴対法に規定する不当要求情報管理機関に対しても、不当

 　要求被害防止の対処方法等に関する資料や情報を無償提供

 　する。 
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 　　年2回発行の機関紙「暴追いわて」を、自治体、各地域

 　暴排組織、職域団体及び賛助会員並びに責任者講習、暴追

 　県民大会等で配付する。 

 イ　講師派遣事業 

     自治体、企業、各職域団体等からの要請により、職員を

 　派遣し、暴力団排除に向けた組織整備のノウハウや不当要

 　求被害防止のための対応要領等について指導する。 

 ウ　調査及び資料収集事業 

     暴力団排除対策を推進するために必要な資料について、

 　公刊物、インターネット等のほか、センターのあらゆる活

 　動を通じて入手、分析整理し、暴力団排除活動に有効活用

 　する。 

 エ　暴力追放活動等支援金の交付 

     県内１５地域で結成されている各地域暴排組織が行って

 　いる暴力団排除活動に対し、支援金を助成する。 

 　 

(2) 不当要求防止責任者 　不当要求防止責任者に対する講習事業（受託事業） 

　に対する講習 　暴力団等反社会的勢力による不法、不当な行為からの被害

　　（受託事業） 防止のため、対応方法の周知と暴排意識の高揚を図る目的で、

岩手県公安委員会から委託を受け、各企業、事業所及び行政

機関において選任された責任者に対して、不当要求防止責任

者講習を開催し、不当要求防止責任者の普及と育成を図る。 

　令和６年度は１９回、約８５５人を対象に警察署や公共施

設において開催予定であり、教本、ビデオなどを活用し、警

察本部担当者による暴力団情勢や不当要求への対応要領に関

する講話、民暴弁護士による講話を実施し、受講者には岩手

県公安委員会の受講修了書を交付する。 

　なお、新型コロナウイルスの５型への移行に伴い、これま

で感染防止対策として行ってきた受付時の検温、手指消毒に

ついては省略し、間隔を空けた座席配置、換気の徹底等の措

置で対応することとした。

 

　公益目的事業　３ 

　　少年及び暴力団離脱者に対する暴力団の影響を排除するための支援事業 

　　　　少年に対する暴力団からの影響を排除し、少年の暴力団への加入を阻止するとと

　　　もに、暴力団員で暴力団からの離脱を真に希望する者を援助し、円満な離脱を実現 

　　　させることを目的として次の事業を行う。

事　業　名 事 業 内 容
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(1) 少年に対する暴力団 　少年の暴力団加入阻止活動 

　の影響を排除するため 　少年に対する暴力団の影響を排除するため以下の事業を行

　の広報啓発  う 

 　①　警察本部人身安全少年課、組織犯罪対策課及び交通指

 　　導課との連携 

 　②　暴力団の実態や暴力団からの勧誘手口などを記載した

 　　広報啓発資料を作成配付 

  

(2) 少年及び暴力団離脱 　暴力団離脱者に対する更生援助事業 

　希望者に対する相談、 　①　少年等に対する更生援助事業 

　助言  　　　暴力団から不当な行為や加入勧誘等の影響を受け又は

 　　受けるおそれがある少年からの相談に対し、専門的な知

 　　識及び経験を持つ相談委員が生活指導や助言を行う。 

 　②　暴力団離脱希望者からの相談に対し、相談委員が更生

 　　を図るためのノウハウを教示し、就労、社会復帰のため

 　　の指導、助言を行う。 

 　③　社会復帰対策連絡会の運営 

 　　　暴力団離脱者の社会復帰の支援を目的に、警察、少年

 　　刑務所、盛岡少年院、保護観察所、岩手労働局、職業安

 　　定所などで構成される「岩手県暴力団離脱者社会復帰対

 　　策連絡会」が設けられており、情報共有、連携の活発化

 　　などにより、実効ある運営を目指す。 

    

(3) 離脱者更生支援金制 ア　離脱者更生支援金制度 

　度及び離脱者雇用給付 　　暴力団から離脱し、又は離脱する意志を有する者で、経

　金制度 　済的な自立が困難な者に対し、当面必要な生活費等として

 　１０万円を限度として支援金支給を行う事業 

 イ　離脱者雇用給付金制度 

 　　離脱者支援の一環として、暴力団対策に理解を示して離

 　脱者を雇用した事業者に対し、離脱者を側面から支援する

 　趣旨も含めて、５万円を限度として給付金の支給を行う。 

 　 

(4) 少年指導委員に対す   少年指導委員に対する研修事業 

　る研修 　少年に対する暴力団の影響力を排除するため、警察本部人

 身安全少年課が主催し県内3カ所で開催される少年指導委員

 研修会において、暴力団情勢、少年に及ぼす暴力団の影響力

 とその対応要領等について講義し、少年指導員の活動を支援

する。
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　公益目的事業　4 

　　暴力団員による不当な要求行為の予防に関する知識の普及及び思想の高揚を図るため

　の広報啓発活動事業 

　　　　県民に対して、暴力団員からの被害防止に関する知識の普及及び暴力団排除意識 

　　　の高揚を図るため、次の事業を行う。

事　業　名 事 業 内 容

(1) 暴力団追放県民大会 ア　地域暴排組織との連携 

　の開催 　　県民の暴力団排除意識の高揚を図るため、当センターが

 　中心となり、県内１５地域にある地域暴力団排除組織及び

 　県警察と連携し、各団体・各層等を幅広く結集させての県

 　民大会を開催する。昨年度は暴力追放釜石地区会議と共同

 　開催し成功裏に終了した。 

 　　令和６年度は、１０月３０日水曜日に、花巻温泉におい

 　て花巻市防犯協会暴力団追放部会と共同開催予定である。 

 イ　暴力団追放功労者表彰（団体、個人） 

 　　県民の暴力団排除意識の高揚と活性化を図るため、県民

 　大会において、暴力団排除活動に尽力し功労のあった個人

 　及び団体を、暴力団追放功労者として表彰する。 

 　　また、全国暴追センターが行う暴力追放功労者・団体表

 　彰及び管区内暴力追放運動推進センター連絡協議会が行う

 　暴力追放功労者・団体表彰について、適格者を選定し上申

 　する。 

 　 

(2) 各種広報資料の作成 　当センターの事業や県内外の暴力団情勢、不当要求の内容

　配付 とその対応要領などを掲載した機関紙「暴追いわて」を年間

 2回発行するほか、暴力団追放チラシ、パンフレット、リー

 フレット等を作成し、行政機関、企業等関係団体や賛助会員

　 に配付するほか、各地域・職域の暴力追放大会、会議、研修

 会、不当要求防止責任者講習などにおいても配付する。 

  

(3) 視聴覚教材の貸出し 　暴力団員の不当要求行為の手口とその対応要領等をドラマ

　 化した広報啓発用DVDを取り揃えており、暴力追放団体・企

 業及び行政機関等からの要請に応じて貸出しを行い、職場教

 養教材として活用してもらい、暴力団排除意識の高揚と活性

 化を図る。 

 　 

(4) 各種広報媒体による ア　宣伝普及活動 
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　広報活動 　　当センターの活動が広く県民に認知され、県民が必要に

　応じて当センターを気軽に活用できるようにするため、例

　年同様に機関紙「暴追いわて」、ホームページ、県交通路

　線バス車内放送（盛岡市内）、ＪＲ・ＩＧＲの盛岡駅時刻

　表、各行政機関広報紙、岩手日報広告等の広報媒体を活用

　する。また、昨年度に新事業として始めたラジオスポット

　放送、ＪＲ東北線、ＩＧＲ岩手銀河鉄道及び三陸鉄道の列

　車車内広告、岩手県交通・岩手県北バスの車内広告を活用

　した広報についても、事業資金の範囲内で継続実施する。 

イ　警察本部と提携した広報活動 

　　岩手県警察本部と当暴追センター名を併記したボールペ

　ンをノベルティグッズとして作成し、責任者講習、暴追県

　民大会、各種研修会等で配付する広報事業を実施したとこ

　ろ、参加者からはそれを歓迎する好意的な意見が寄せられ

　ており、当暴追センターの認知度アップにつながったこと

　から、本年度も継続実施することとした。 


